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研修受講の義務について

今回の見直しにおいて、ケアマネジャーが５年間などの一定期間内に研修を受講していない場合については、これまでの取扱いと異なり、

まずは事業者に対して研修受講機会確保のために必要な措置を講ずるよう義務を課すこととし、以下のように段階的に措置を講ずること

になる。具体的には、

・ ケアマネジャーが正当な理由なく研修を受講していない場合、まずは都道府県から当該ケアマネジャーを雇用している事業者に対し

て、研修の受講の機会を確保するために必要な措置を行うよう要請し、仮に事業者が必要な措置を講じていない場合、都道府県

から当該事業者に対して、勧告、公表、命令等を行い、併せて、指定権者としての指導監督や指定取消等を行う。

・   その上で、事業者が必要な措置を講じたにも関わらず、本人が受講しない等の状況が生じた場合には、都道府県から本人に対し

て、研修受講命令や、命令に従わない場合の業務禁止命令が行われ、それでも正当な理由なく受講しない場合は、最終的に登

録の消除の対象となり得る

といった仕組みを検討しているところ。

  このように、今回の見直しでは、研修未受講者に対しては必要なプロセスを経たうえで対応することとなり、研修を受講していなかった場

合でも直ちに業務禁止となることは想定していないが、現場において適切な運用が図られるよう、引き続き関係者のご意見も踏まえなが

ら、必要な対応を検討する。

  なお、今回の制度改正に伴い、事業者の義務についての扱いは検討することになるが、現状、ケアマネジャーが法定研修を受講するに

あたり、業務時間として位置づけていない事業者も一定数存在するものと承知している。こうした事業者に対して、ケアマネジャーが更新

研修等、参加が業務上位置づけられている研修を受講する際には、労働時間として適切に扱っていただくよう、改めて管内事業者への

周知徹底をお願いしたい。

令和８年７月15日 全国介護保険担当課長会議資料（認知症施策・地域介護推進課）を加工
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